（別記様式８）

№　　　
教員に関する調書（社会福祉士用）
	養成施設名
	

	氏名
	
	性別
	男　・　女

	生年月日
	                              　　　　年齢（　　　歳）

	最終学歴
（学部、学科、専攻）
	

	担当予定科目
	

	教
員
資
格
要
件
	指針該当番号
	

	
	社会福祉士実習演習担当教員講習会
	１．修了　　　　２．未修了
（修了年月日：　　年　　月　　日）

	
	教
育
歴
・
職
歴
	名　　　称
	教育内容又は業務内容
	業務範囲
該当番号
	年　　月

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	合　　　　　　　　　　計
	

	
	資
格
・
免
許
・
学
位
	名　　　称
	取得機関
	取得年月日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	担当予定科目に

関する研究発表

又は論文（主なもの）
	名　　　　　　　　称
	年　　月

	
	
	


（注１）各教員ごとに作成すること。
（注２）社会福祉士実習演習担当教員講習会を修了した者については、当該講習会の修了証の写しを添付すること。
（注３）「指針該当番号」には、指針７（５）ク（オ）に該当する者にあっては、精神保健福祉士短期養成施設等及び精神保健福祉士一般養成施設等指定規則（平成10年厚生省令第12号）第5条第1号トの該当する条項を併せて記載すること。（例：７－（５）－ク－（オ）－（１））
（注４）「教育歴・職歴」における「名称」には、教育歴にあっては学校名及び学科名を、職歴にあっては施設名及び施設種別を記載すること。また、「教育内容又は業務内容」には、教育歴にあっては職位（講師にあっては専任・非常勤の別）及び担当科目を、職歴にあっては職種及び担当業務を記載すること。

（注５）「業務範囲該当番号」には、社会福祉士としての相談援助の業務歴においては「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について」（昭和63年2月12日付社庶第29号厚生省社会局長・児童家庭局長等連名通知。以下「業務範囲通知」という。）別添１の該当する条項を、介護福祉士としての介護業務歴においては業務範囲通知別添２の該当する条項をそれぞれ記載すること。（例：１-１（１））
また、精神保健福祉士としての相談援助の業務歴においては「指定施設における業務の範囲等について」（平成23年8月5日付障発0805第4号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の該当する条項を記載すること。（例：精１（１））
※上記以外の教育歴及び職歴においては空欄で可。
（注６） 「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証等の写しを添付すること。
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